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４．各事業所への具体的働きかけ 

 

４．１ 各事業所への具体的働きかけの考え方 

 4.1.1 方針の検討スケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４．１ 方針の検討スケジュール 

 

4.1.2 各事業所への具体的働きかけの考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 方針の検討スケジュールに従い、「今年度より実施する通勤交通を対象としたＭＭ」について、
各事業所への具体的働きかけの考え方を以下に示す。 
①平成１７年度は、大分市のＭＭを有効なものとするため、プレテストを実施する。 
②次年度以降に本格的なＭＭを実施する。 
③本格的なＭＭの実施にあたり、図３．２に示す手順で検討を行い、大分市における「通勤交
通を対象としたＭＭ」の実施事業所の拡大をはかる。 

図４．２ 各事業所への具体的働きかけの考え方に基づく今後の大分市のＭＭのあり方 

◇平成１７年度より、通勤交通を対象としたモビリティ・マネジメント（以下、「ＭＭ」という。）

を実施し、その後、住民の全ての行動パターンを対象としたＭＭに拡大していく。 

◇公共交通サービスの向上については、今年度より継続的に働きかけを行う。 

プレテストの実施
（ＭＭ実施方法の検証）

本格実施に向けたＭＭ実施方法の検討

ＭＭの本格実施
通勤交通を対象としたＭＭ

に関する資料配付による協力要請

【目指していく方向性】
ＭＭ実施対象事業所の拡大

今
年
度

次
年
度
以
降

参加可能

事業所への働きかけ
（事業所ｱﾝｹｰﾄ調査で参加意向を示した事業所）

Ｙｅｓ Ｎｏ

06/
1/
22

06/7/23

平成１７年度 平成１８年度以降

通勤交通を対象とした
ＭＭ

住民を対象とした
ＭＭ

公共交通サービス
の改善

06/1/22 06/7/23

06/
1/
22

06/7/23

ＭＭが浸透
（本格的な導入・拡大）

適宜改善、継続的に実施

項　目

検討を開始
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４．２ 事業所訪問 

 4.2.1 プレテスト 

 

 

調査の対象者は、大分県、国土交通省大分運輸支局、国土交通省大分河川国道事務所において、

自家用車で通勤されている方を対象とした。 

表４．１は、調査協力して頂く３事業所について、調査票の配布対象者を整理したものである。 

 

表４．１ 調査対象事業所別調査票配布枚数 

 

 

 

 

 

4.2.2 本格実施 

 

 

 

 

 

 

  

図４.３は、訪問する事業所および通勤交通マネジメントを実施する事業所の選定フローを示し

たものである。 

 表４．２は、選定フローに基づき抽出した事業所訪問を行う（予定）の事業所の一覧を示した

ものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇次年度以降、本格的に「通勤交通を対象としたＭＭ」を実施するあたり、今年度のアンケート
調査で少しでも参加意向を示した事業所に対して事業所訪問を行う。 

◇事業所訪問では、わかりやすい説明資料を準備する。（素案を図４．４に示す） 
◇事業所訪問により、参加を承諾して頂いた事業所については、本格的に「通勤交通を対象とし
たＭＭ」を実施する。 

◇事業所訪問時には、事業所説明資料（図４．４参照）の配布を行う。また、事業所説明資料は、
参加意向の無かった事業者に対しても配布する。 

図４．３ 訪問する事業所および通勤交通マネジメントを実施する事業所の選定フロー 

◇プレテストは、ＭＭの本格実施に向け具体的な実施方法を約５００名の従業員を対象に実施した。

事業所アンケート実施企業
（145事業所）

通勤交通を対象とした
ＭＭに参加意向あり

（事業所ｱﾝｹｰﾄ結果による）

ＮｏＹｅｓ

ＭＭへの
参加を承諾

60事業所85事業所

事業所訪問

事業所説明資料の配付
通勤交通を対象とした

ＭＭの実施

ＮｏＹｅｓ

※ＭＭに参加意向のある事業所のうち事業所名が未記入であった２社は事業所訪問を行う事業所から除いた。 

事業所数 対象者数

大分県 ４３０名

国土交通省大分運輸支局 ２８名

国土交通省大分河川国道事務所 ５０名
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表４．２ 事業所訪問を行う（平成１８年度以降実施予定）の事業所一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＩＤ 事業所名 ＩＤ 事業所名

1 朝日生命保険担保会社　大分支社 44 ㈱上組大分支店

2 医療法人社団三愛会 45 ㈱ダイヤモンドフェリー大分支店

3 梅林建設㈱ 46 株式会社　千代田

4 大分朝日放送㈱ 47 ㈱テレビ大分

5 大分運輸支局 48 株式会社トキハ

6 大分県信用組合 49 株式会社日公警備保障

7 大分県庁 50 ㈱ニッテツ・ビジネスプロモート大分

8 大分県米殻卸株式会社 51 ㈱ニューメディカルフーズ

9 大分工業高等専門学校 52 ㈱日本マイクロニクス大分テクノロジーラボラトリー

10 大分市教育委員会 53 ㈱パルコスペースシステムズ大分事業所

11 大分市役所 54 ㈱富士通大分ｿﾌﾄｳｪｱﾗﾎﾞﾗﾄﾘ

12 大分石油株式会社　本社 55 株式会社ホームインプルーブメントひろせ

13 大分ｾﾞﾈﾗﾙｻｰﾋﾞｽ株式会社 56 株式会社豊和銀行

14 大分バス㈱ 57 株式会社ヤノメガネ

15 大分保証サービス株式会社 58 九州電力㈱新大分発電所

16 大分リース株式会社 59 九州東芝エンジニアリング㈱

17 王子板紙株式会社大分工場 60 九州都市開発株式会社

18 株式会社ｱｽﾃｯｸ人江大分支店 61 九築工業㈱大分支店

19 株式会社ｱｽﾃﾑ大分本社（営業部） 62 佐伯印刷㈱

20 株式会社アパユアーズ大分支店 63 三信産業株式会社

21 株式会社石井工作研究所 64 昭和エンジニアリング㈱大分事業所

22 株式会社池田美装 65 ｼﾞｪｲｱｰﾙ九州ﾒﾝﾃﾅﾝｽ㈱

23 ㈱いしかわ大分 66 菅原工業株式会社

24 株式会社ｴｽﾋﾞｰｼｰﾃｸﾉ九州 67 星光ビル管理大分営業所（星光ビルサービス含む）

25 ㈱エヌ・ティ・エス通信サービス 68 大銀ビジネスサービス株式会社

26 ㈱NTTドコモ九州　大分支店 69 大銀コンピューターサービス株式会社

27 ㈱ＮＴＴマーケティングアクト中九州大分支店 70 太平工業㈱大分支店

28 ㈱ｵｰｲｰｼｰ 71 ﾀｶｷ製作所株式会社

29 株式会社オーシー 72 東陶機器㈱大分工場

30 株式会社大分ｶｰﾄﾞ 73 東芝ビジネスアンドライスサービス㈱大分支店

31 ㈱大分銀行本店 74 西日本電線㈱

32 ㈱大分航空トラベル 75 西ノ州環境㈱

33 ㈱大分電設 76 日本連合警備株式会社

34 ㈱大分メンテナンス 77 濱田重工㈱大分支店

35 ㈱大分リコー 78 三井造船㈱大分事業所

36 ㈱太田旗店 79 明和記念病院

37 ㈱太豊ﾃｸﾉｽ 80 柳井電機工業株式会社

38 ㈱菊家総本店 81 山内興産㈱

39 ㈱ｷﾖﾀ 82 ヤマキ株式会社

40 ㈱ｺｰﾘﾂ 83 山九㈱大分支店

41 株式会社　後藤組 84 ㈲大分合同新聞社

42 ㈱さとうべネック　本社 85 有限会社　ファン工業

43 株式会社住化分析センター大分事業所
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■サイズ：Ａ３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目 

的 

◇事業所に対し、自動車通勤抑制の

啓発を行う。 

◇事業所の従業員に対し、ＭＭへの

参加の協力を要請する。 

視 

点 

◇国、大分県の現状説明 

・京都議定書の発効 

・省エネ法の実施 

・渋滞による渋滞損失額 

◇ＭＭの説明 

◇ＭＭを実施することによる効果 

図４．４ 事業所説明資料の素案

■資料作成の目的、視点 
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４．３ 公共交通への転換プログラムの策定 

 4.3.1 モビリティ・マネジメントプログラム手法の選定 

 

 

 

表４．３ モビリティ・マネジメントプログラムの実施方法（短期）に関する考え方 

モビリティ・マネジメントのメニュー 

項目 意識啓発資料の配布 
コーディネータ 

を伴った意識啓発 
標準ＴＦＰ 簡易ＴＦＰ ワンショットＴＦＰ コーディネータを伴ったＴＦＰ

概要 

公共交通に関する情報を提供す

る。 

コーディネータが従業員に公共

交通に関する情報を提供する。 

従業員に対し、以下に示す調査等

を実施する。 

＜調査等の流れ＞ 

・事前調査※１の実施 

 ↓ 

・コミュニケーション・アンケー

ト※２の実施 

 ↓ 

・事後調査※3の実施 

 ↓ 

・事後フィードバック※4の実施 

従業員に対し、以下に示す調査等

を実施する。 

＜調査等の流れ＞ 

・事前調査※１の実施 

 ↓ 

・コミュニケーション・アンケー

ト※２の実施 

従業員に対し、以下に示す調査等

を実施する。 

＜調査等の流れ＞ 

・コミュニケーション・アンケー

ト※２の実施 

コーディネータが従業員に公共

交通に関する情報を提供する。加

えて、ＴＦＰを実施し、現状の把

握、フィードバック等を行う。 

特徴 

対象地域の共通な情報を、多く

の対象者に情報提供を行うこと

ができる。各個人に最適な情報

提供は困難である。 

対象地域の情報、各個人が必要と

する情報を十分に提供できる。 

複数回にわたって対象者とコミ

ュニケーションを実施するため、

各個人に適した情報の提供と行

動変容プログラムの実施が可能

である。 

複数回にわたって対象者とコミ

ュニケーションを実施するため、

各個人に適した情報の提供と行

動変容プログラムの実施が可能

である。 

地域に共通な情報の提供と行動

変容プログラムの実施が短期間

で効果的に実施可能である。 

コーディネータを伴い、複数回に

わたって対象者とコミュニケー

ションを実施するため、各個人に

適した情報の提供と行動変容プ

ログラムの実施が可能である。 

時間的制約 

１年程度の短期での実施は

可能である。。 
◎ 

ここ１～２年の短期での実

施は困難である。ただし、

中長期的には、実施可能で

ある。 

△ 

ここ１～２年の短期での実

施は困難である。ただし、

中長期的には、実施可能で

ある。 

△

ここ１～２年の短期での実

施は困難である。ただし、

中長期的には、実施可能で

ある。 

△

１年程度の短期での実施は

可能である。 
◎ 

ここ１～２年の短期での実

施は困難である。ただし、中

長期的には、実施可能であ

る。 

△

対象者 
多くの対象者に実施可能で

ある。 
◎ 

対象者を絞り込み、実施す

る必要がある。 
△ 

多くの対象者に実施可能で

ある。 
◎

多くの対象者に実施可能で

ある。 
◎

多くの対象者に実施可能で

ある。 
◎ 

対象者を絞り込み、実施する

必要がある。 
△

対象者への 

意識啓発 

情報提供のみであるため、

対象者の働きかけとして

は、不十分である。 
△ 

第３者から、十分な情報を

提供するため、対象者への

働きかけはある程度のレベ

ルまでできる。 

○ 

意識啓発が十分できる。 

◎

意識啓発が十分できる。 

◎

意識啓発が十分できる。 

◎ 

意識啓発が十分できる。 

◎

対象者の 

継続性 

継続的に公共交通を利用し

てもらえる可能性は低い。 
△ 

継続的に公共交通を利用し

てもらえる可能性は低い。 
△ 

継続的に公共交通を利用し

てもらえる可能性が高い。
◎

継続的に公共交通を利用し

てもらえる可能性が高い。 
◎

継続的に公共交通を利用し

てもらえる可能性が高い。 
◎ 

継続的に公共交通を利用し

てもらえる可能性が高い。 
◎

効果の把握 

事後アンケートを実施する

ことにより、効果の把握は

可能である。 

○ 

事後アンケートを実施する

ことにより、効果の把握は

可能である。 

○ 

事前・事後調査結果をもと

に、十分な効果の把握が可

能である。 

◎

事後アンケートを実施する

ことにより、効果の把握は

可能である。 

○

事後アンケートを実施する

ことにより、効果の把握は

可能である。 

○ 

フィードバックを実施する

ため、十分に効果を把握する

事ができる。 

◎

実

施

方

法

の

選

定

条

件 

 

判定 △ △ ○ ○ ◎ △ 

※１ 事前調査：意識啓発を行う前に、対象者の交通実態を把握するための調査 

※２ コミュニケーション・アンケート：対象者の交通実態を確認し、公共交通を使う場合、対象者がどのような行動をするのかを把握する調査 

※３ 事後調査：事前調査と同じ内容の調査票を配布し、意識啓発を行った後の交通実態を把握するための調査 

※４ 事後フィードバック：公共交通を利用することで、どのくらい環境負荷が少なくなったかを実感してもらうために、情報提供を行うもの 

 

◇表４．３に示す比較結果に示すとおり、時間的な制約と効果の大きさの観点から、「通勤交通を対象としたＭＭ」に導入する手法はワンショットＴＦＰとする。 
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4.3.2 ワンショットＴＦＰの実施方針 

（１）ワンショットＴＦＰの実施方針 

 表４．４は、プレテスト及び本格実施に向けたワンショットＴＦＰの実施方針を示したもので

ある。 

表４．４ ワンショットＴＦＰ（プレテスト）の実施方針 

◇ワンショットＴＦＰ（プレテスト）の配布物は、以下に示すものとする。 

・調査票（従業員が行動プランを作成する調査票） 

・バス路線図（従業員が自宅付近や事業所付近のバス停を確認する資料） 

・時刻表（公共交通を使った通勤プランを立てるために活用する資料） 

・冊子「かしこいクルマの使い方」（従業員にクルマの使い方を考えてもらう資料） 

◇プレテストは、事前調査と事後調査を行う。 

◇事前調査では、配布物の条件別での効果の違いを把握するため、従業員への配布物の条件を複

数設定する。 

◇事後調査を実施し、公共交通への転換の効果を比較する。 

◇プレテストでの効果を踏まえ、本格的に「通勤交通に対するＭＭ」を実施するための配布物の

内容を検討する。 

 

（２）プレテスト実施にあたっての準備物 

表４．５は、基本方針に示したワンショットＴＦＰ（プレテスト）の配布物の内容とねらいを

示したものである。 

表４．５ プレテストの実施にあたっての準備物 

項 目 内 容 ねらい 参照

◇現状の通勤実態を把握する質問項目を設定 事前（ＭＭ実施前）と事

後の通勤実態の変化を確

認するため 
事

前 
◇公共交通を利用する場合の通勤プランの記

入項目を設定 

◇通勤プランの記入項目にはカーボン紙を付

け、従業員が常に所持できるように配慮 

公共交通で通勤できるこ

とを確認してもらうため

（行動プラン法） 

Ｐ42

～ 

Ｐ46

調査票 

事

後 

◇事後の通勤実態を把握する質問項目を設定 事前と事後の効果を把握

するため 
Ｐ52

バス 

路線図 

◇自宅および事業所周辺のバス停が確認でき

るバス路線図 

通勤プランを検討しても

らうため 

Ｐ47

～ 

Ｐ48

時刻表 ◇大分バス、大分交通両方の時刻表を記載 〃 Ｐ49

～ 

Ｐ50

冊子 
事

前 
◇以下に示す項目について簡潔な文章で整理 

・クルマ生活は不健康となる 

・クルマを使う１日と使わない１日のＣＯ２

排出量の比較 

・大分駅周辺の連続立体化事業により渋滞が

今よりもひどくなる可能性がある 

・バスが無くなってしまう可能性がある 

過度なクルマ利用を見直

してもらうきっかけをつ

くるため 

Ｐ51
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4.3.3 プレテストの複数の条件設定 

 

 

 

表４．６ プレテスト（事前調査）の実施方法 

配 布 物 条件１ 条件２ 条件３ 条件４ 

カーボン紙※付き ○ - ○ - 
調査票 

カーボン紙なし - ○ - ○ 

バス路線図 ○ ○ ○ ○ 

時刻表 ○ ○ ○ ○ 

冊 子 
「かしこいクルマの使い方」 

○ ○ - - 

○：配布する -：配布しない 

 

■カーボン紙付きの調査票について 

 カーボン紙付きの調査票は、藤井助教授（東京工業大学）からのアドバイスに従いさくせいす

ることとなった。この調査票の利点を図４．５に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４．５ カーボン紙付き調査票の概要及び利点 

 

◇プレテストの条件設定は、「調査票にカーボン紙を付ける、付けない場合」におけるＭＭの効
果の比較、「冊子を配布する、配布しない場合」におけるＭＭの効果の比較を目的に実施した。

１枚目

２枚目

１枚目

２枚目

＜事務局が回収＞

＜回答者が保管＞

－カーボン紙を使う利点－

回答用紙を回答者が保管することで、回答者は、公共交通での通勤
プランをいつでもどこでも確認することができる。
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■アンケート調査票 お願い文（サイズ：Ｂ４） 【カーボン紙付き】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４．６ アンケート調査票(１／５)

4.3.4 プレテスト実施に向けた資料作成 

（１）事前調査 

 ①アンケート調査票 

谷折りにすることでフォルダとし

て使用できるようにする。 
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■アンケート調査票 お願い文（サイズ：Ｂ５） 【カーボン紙なし】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４．７ アンケート調査票(２／５) 
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   ■アンケート調査票 中面１枚目(サイズ：Ｂ４) 【カーボン紙付き】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４．８ アンケート調査票(３／５)

カーボン紙（１枚目） 
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   ■アンケート調査票 中面２枚目(サイズ：Ｂ４) 【カーボン紙付き】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４．９ アンケート調査票(４／５)

カーボン紙（２枚目） 
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■アンケート調査票 中面 (サイズ：Ｂ４) 【カーボン紙なし】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４．１０ アンケート調査票(５／５)
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■サイズ：Ａ３ 両面８ページ 

＜表紙＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ②バス路線図 

図４．１１ バス路線図（１／２）

：大分バス

     

：大分交通
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＜中面＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４．１１ バス路線図（２／２）
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   ■サイズ：Ａ３ 両面１９ページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ③時刻表 

図４．１２ 時刻表（１／２）

＜表紙＞ ＜大分バス＞ 
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＜大分交通＞ ＜ＪＲ＞ 

図４．１２ 時刻表（２／２）
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   ■サイズ：Ａ６ ８ページの冊子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ④冊子「かしこいクルマの使い方」 

図４．１３ 冊子「かしこいクルマの使い方」
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   ■アンケート調査票（サイズ：Ａ４両面 １ページ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）事後調査（アンケート調査票のみ配布） 

図４．１４ アンケート調査票

＜表面＞ ＜裏面＞ 
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4.3.5 次年度以降に実施するモビリティ・マネジメント（案） 

 

 

 

 

 

＜今後の方針(案)＞ 

１）モビリティ・マネジメント 

①職場におけるＭＭ（大分市） （平成１８年度早期） 

・意欲のある事業所職員等へのアンケートの実施、関係書類の配布等 

 

②住民に対するＭＭ（大分市・別府市） （平成１８年度早期） 

・公共交通マップ・時刻表（公共交通利用促進に関する啓発の内容を含んだもの）の住民への

配布 

 

２）サービス向上策 （平成１７年度～平成１８年度） 

・接遇の向上 

・環境への配慮 

・定時性の確保（特に雨の日）策の検討 

・利便性の高い運行ダイヤの設定方策の検討 

 

 

 

 

 

 

 

◇今後は、モビリティ・マネジメントとして、職場におけるＭＭを意欲のある事業所職員等に

対し実施するとともに、住民へのＭＭ（大分市、別府市）についても実施する。 

◇これに合わせ、公共交通機関のサービス向上策についても引き続き実施する。 
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４．４ プレテストの実施 

 

4.4.1 事前アンケート調査の概要 

 

 

 表４．７は、事前アンケートの概要を示したものである。 

表４．７ 事前アンケートの概要 

項目 内容 

配布方法 郵送 

配布期間 平成１８年３月６日（月）～平成１８年３月１０日（金） 

配布事業所 大分県庁、大分運輸支局、大分河川国道事務所 

配布枚数 ５０８枚 

回収枚数 ３４７枚 

回収率 ６８％ 

 

 事前アンケートは、自動車への転換効果を把握するため、４種類の条件でアンケート

調査を実施した。表４．８は、４種類の条件、その条件ごとの配布・回収枚数、および

回収率を示したものである。 

表４．８ 事前アンケートにおける条件別の配布・回収枚数 

配布資料 

条件 カーボン紙付き 

アンケート調査票 

カーボン紙なし 

アンケート調査票

バス 

路線図
時刻表 冊子 

配布 

枚数 

（枚） 

 

回収

枚数

（枚）

 

回収率

条件１ ○ － ○ ○ ○ 149 93 62％ 

条件２ － ○ ○ ○ ○ 121 90 74％ 

条件３ ○ － ○ ○ － 119 85 71％ 

条件４ － ○ ○ ○ － 119 79 66％ 

 

◇事前調査は、５０８人に対して調査票を配布した。回収率は、約７割となった。 
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4.4.2 事後アンケート調査の概要 

 

 

 

 事後アンケートは、事前アンケートで回答を頂いた回答者に実施した。表４．９は、

事後アンケートの概要を示したものである。 

表４．９ 事後アンケートの概要 

項目 内容 

配布方法 郵送 

配布期間 平成１８年３月１３日（月）～平成１８年３月１７日（金） 

配布事業所 大分県庁、大分運輸支局、大分河川国道事務所 

配布枚数 ３４７枚 

回収枚数 ２８４枚 

回収率 ８２％ 

 

 表４．１０は、事前アンケート調査に回答を頂いた方に対し実施した事後アンケート

調査の配布、回収状況を示したものである。表４．１０に示す条件１～４は、事後アン

ケート調査対象者の事前調査における属性を示したものである。 

表４．１０ 事後アンケートにおける条件別の回収枚数 

条件 配布枚数（枚） 回収枚数（枚） 回収率 
条件１ 93 80 86％ 
条件２ 90 80 89％ 
条件３ 85 54 64％ 
条件４ 79 60 76％ 

計 347 284 82％ 

 

 

4.4.3 調査結果 

（１）事前アンケート調査結果におけるＭＭ実施前の通勤状況 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇プレテスト実施者の約９割は、１日以上自動車で通勤しており、そのうち約８割は、

毎日（５日以上）自動車で通勤している。 

一週間の自動車通勤日数の内訳

3%2%
4%

88%

3%

5日以上 1日 2日 3日 4日

１日以上自動車通勤をしている人

94%

5%

1%

自動車利用

自動車以外を利用

未記入

◇事後調査は、事前調査で回答して頂いた方を対象に、３４７枚の調査票を配布した。

回収率は、約８割であった。 

図４．１５ ＭＭ実施前の通勤状況 

※名前の記入なし、および条件未記入回答１０票は除く
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（２） ＭＭ実施後の意識の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４．１６ ＭＭ実施後の環境、健康に対する意識の変化

◇ＭＭの実施により、クルマ通勤に対する環境、健康に対する意識は向上した。 

                              （図４．１６参照）

◇その結果、対象者の約９％（２６人）は、ＭＭの実施により、通勤手段を変える結

果となった。                       （図４．１７参照）

◇通勤手段を変更したとの回答があった２６名の通勤状況をみると、７名が自動車か

らその他の交通手段に変更して通勤していることがアンケート調査票より読みとる

事ができた。 

◇この７名のうち約６割は、１日だけ自動車から他の交通手段に変更して通勤してい

る状況となった。                     （図４．１８参照）

2% 2%

14%

55%

31%

46%

16%

4%3%

27%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

全く、そう思わない どちらでもない とてもそう思う

事前調査
事後調査

5%

43%

9% 11%

31%

26%
23%

7%

26%

19%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

全く、そう思わない どちらでもない とてもそう思う

事前調査
事後調査

質問内容：クルマ通勤は、あまり環境によくないと思うかについて 

質問内容：クルマ通勤は、あまり健康によくないと思うかについて 
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図４．１７ ＭＭ実施後の通勤手段の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４．１８ 交通手段の転換日数 

転換日数 １日 ２日 ３日 ４日 ５日 計

票数 4 1 2 0 0 7
割合 57% 14% 29% 0% 0% 100%

29%

14%

57%

１日

２日

３日

４日

５日

135

19

108

3

4

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

1

そうしようと思い、完全に、通勤
手段を変えた

そうしようと思い、かなり、通勤
手段を変えてみた

そうしようと思い、少しだけ、通
勤手段を変えてみた

そうしようと少し思ったが、実際
には通勤手段を変えなかった

全く思わなかった

Ｎ＝269

実際に通勤手段を
転換した回答者
（２６人）
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（３） ＭＭ実施後における効果の把握 

 

 

 

 

 

 表４．１１は、自動車から他の交通手段へ通勤手段を変更した方のＣＯ2排出削減効果

を整理した結果である。 

表４．１１ ＣＯ２排出削減量の算出 

通勤時間 ＣＯ２排出量の原単位※３ 自動車から

の 

転換者 

転換

日数 

転換後の

交通手段 自動車
その他の

手段※２ 
自動車

公共

交通

その他の 

手段 

ＣＯ２排出削減量

（ｇ-ＣＯ２／週）

Ａ氏 １ 公共交通 ４５ ５７ 0.094 0.02 0 3630 

Ｂ氏 １ 公共交通 ５０ ５０ 0.094 0.02 0 4020 

Ｃ氏 １ 公共交通 ３０ ６５ 0.094 0.02 0 2540 

Ｄ氏 １ 公共交通 ４５ ４５ 0.094 0.02 0 3790 

Ｅ氏 ２ その他 １０ 
２５ 

（１０）
0.094 0.02 0 1880 

Ｆ氏 ３ その他 １５ 
２５ 

（１０）
0.094 0.02 0 4230 

Ｇ氏 ３ その他 １０ －※１ 0.094 0.02 0 2820 

計 １２ －※１ －※１ －※１ －※１ －※１ －※１ 22910 

※１「－」：項目外もしくは未記入 

      ※２ ＜その他の通勤手段＞ 

一段書き→公共交通での通勤時間 

 二段書き→自転車での通勤時間（上段）徒歩での通勤時間（下段） 

      ※３出典：土木学会 モビリティ・マネジメントの手引き 

 

＜ＣＯ２削減量のペットボトル本数への換算＞ 

 一年間を５２週、通勤・帰宅は、同じ所要時間と仮定する。この仮定のもとでは、年

間２.４（ｔ-ＣＯ２／年）のＣＯ2排出量が削減されることとなる。 

【算出式】 
２２９１（ｇ-ＣＯ２／週）×５２（週）×２（往復）÷１００００００（ｔ換算） 

＝２．４（ｔ-ＣＯ２／年） 

 

 ５００ｍｌのペットボトル１本にＣＯ２を充填すると０．９７（ｇ-ＣＯ２／本）となる。 

（出典：長野県（生活環境課）プレスリリース） 

 

 この原単位をもとにして、２.４（ｔ-ＣＯ２／年）のＣＯ2排出削減量を、５００ｍｌのペ

ットボトルに換算すると、約２４５万本に相当する。 

【算出式】 
２．４（ｔ-ＣＯ２／年）×１００００００（ｇ換算）÷０．９７（ｇ-ＣＯ２／本） 

＝２４４７０３６（万本／年） 
                     ≒２４５（万本／年） 

・アンケート調査結果で行動の変化を読みとる事ができた７名を対象に、ＣＯ2 の削減

量を試算した。その結果、年間約２．４ｔのＣＯ2排出削減効果が見込まれる。 

・この約２．４ｔのＣＯ2排出量は、５００ｍｌのペットボトル約２４５万本分のＣＯ2

排出量に相当する。 
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4.4.4 条件設定による転換効果の比較 

 

（１）カーボン紙の有無による効果の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４．１９ カーボン紙の有無による効果の比較 

◇カーボン紙ありの調査票を配布した方が、通勤手段を変更する割合が高い結果とな

た。 

⇒カーボン紙付きの回答者は、カーボン紙のない回答者と比較して８％程度交通手段

を変更する人の割合が高くなった。 

1%

2%

4%

1%

0%

55%

32%

10%

49%

45%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

全く思わなかった

そうしようと思ったが、

実際には通勤手段を変えなかった

そうしようと思い、

少しだけ、通勤手段を変えてみた

そうしようと思い、

かなり、通勤手段を変えてみた

そうしようと思い、

完全に、通勤手段を変えた

割合（％）

カーボン紙あり

カーボン紙なし

カーボン紙あり：Ｎ＝125
カーボン紙なし：Ｎ＝135

実際に通勤手段を変えた回答 

カーボン紙あり：１３％

カーボン紙なし：５％ 

回答の内容 カーボン紙あり カーボン紙なし

全く思わなかった 40人 66人

そうしようと思ったが、
実際には通勤手段を変えなかった

69人 61人

そうしようと思い、
少しだけ、通勤手段を変えてみた

12人 6人

そうしようと思い、
かなり、通勤手段を変えてみた

1人 2人

そうしようと思い、
完全に、通勤手段を変えた

3人 0人

計 125人 135人
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（２）冊子（かしこいクルマの使い方を考えるプログラム）の有無による効果の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４．２０ 冊子の有無による効果の比較 

 

◇冊子ありの調査票を配布した方が、通勤手段を変更する割合が高い結果となった。

⇒冊子ありの回答者は、冊子を配布しなかった回答者と比較して４％程度交通手段を

変更する人の割合が高くなった。 

1%

1%

43%

4%

2%

1%

9%

39%

50%
50%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

全く思わなかった

そうしようと思ったが、

実際には通勤手段を変えなかった

そうしようと思い、

少しだけ、通勤手段を変えてみた

そうしようと思い、

かなり、通勤手段を変えてみた

そうしようと思い、

完全に、通勤手段を変えた

割合（％）

冊子あり

冊子なし

冊子あり：Ｎ＝148
冊子なし：Ｎ＝112

実際に通勤手段を変えた回答 

冊子あり：１１％

冊子なし：７％ 

回答の内容 冊子あり 冊子なし

全く思わなかった 58人 48人

そうしようと思ったが、
実際には通勤手段を変えなかった

74人 56人

そうしようと思い、
少しだけ、通勤手段を変えてみた

13人 5人

そうしようと思い、
かなり、通勤手段を変えてみた

1人 2人

そうしようと思い、
完全に、通勤手段を変えた

2人 1人

計 148人 112人
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4.4.5 プレテストによる課題の把握 

 

 以下では、プレテストの実施結果から、今後の大分市におけるＭＭの本格実施に向け

た課題、あり方について整理した。 

 

（１）アンケート調査票について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 今回実施した調査票では、自動車からの転換を行ったと回答した方について、実際何

日間どのような移動手段で通勤手段を変更したかについて、十分把握することができな

かった。 

＜課題の具体例＞ 
・自動車からの転換を行った方：２６名 

・そのうち、ＣＯ２排出削減量まで把握できた回答：７票 

⇒２１名の方については、せっかく自動車からの転換を行って頂いたにもかかわらず、

その効果を把握することができなかった。 

 

 表４．１２は、アンケート調査によって把握した調査票に対する意見をとりまとめた

ものである。大きくは４つの意見に分類された。 

表４．１２ 調査票に対する意見一覧 

 

 

 

 

 

 

 

（２）配付資料のスペックについて 

 

 

 

 「4.4.4 条件設定による転換効果の比較」で整理したように、カーボン紙付きの調査

票で、意識啓発冊子を添付した配付資料を準備する必要がある。 

◇ＣＯ２排出削減効果を把握するため、以下の点を改善する必要がある。 

・自動車から変更した具体的な交通手段（バス、電車、自転車、徒歩等）を正確に

把握する必要がある。 

・ＭＭによって、公共交通機関から自動車に通勤手段を変更することをやめた効果

についても把握できるようにする必要がある。 

◇公共交通機関を使用できない理由を把握する質問項目を設定するなど、公共交通機

関をどうしても使用できない回答者に不快感を与えないようにする必要がある。 

◇大分市以外からの通勤者にも回答しやすいように配慮する必要がある。 

◇設問を簡単にし､回答しやすくするとともに､主旨をしっかり説明する必要がある｡

◇カーボン紙付きの調査票で調査を行う必要がある。 

◇意識啓発冊子「かしこい車の使い方」は、必ず添付する必要がある。 

意見の内容 票数
公共交通機関を使えない理由も把握する必要がある。
（子供の送迎、帰宅時間と終発時刻が合わない、仕事で
自動車を使用する　など）

21

大分市以外からの通勤者には回答しづらい点があった。 8
設問が複雑すぎる 2
主旨が良くわからない 1
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（３）時刻表について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 表４．１３は、アンケート調査によって把握した時刻表に対する意見をとりまとめた

ものである。 

大きくは６つの意見に分類された。 

表４．１３ 時刻表に対する意見一覧 

 

 

 

 

 

（４）路線図について 

 

 

 

 

 表４．１４は、アンケート調査によって把握した路線図に対する意見をとりまとめた

ものである。 

大きくは４つの意見に分類された。 

表４．１４ 路線図に対する意見一覧 

 

 

 

 

（５）冊子について 

 

 

 

 

 表４．１５は、アンケート調査によって把握した路線図に対する意見をとりまとめた

ものである。 

２つの意見があった。 

表４．１５ 冊子に対する意見一覧 

 

 

◇時刻表は、交通手段を変更できる内容をコンパクトにまとめ、他の用途にも使用

できるよう配慮し、ムダだと思われないように対応する必要がある。 

◇ダイヤ改正の影響を少なくし、長期間同じものを使用できるように、以下に示す

情報など、バスを利用する際の相場が分かる情報を記載する必要がある。 

・１時間に何本程度運行しているか 

・所要時間はどの程度か 

・費用はいくらか 

◇大分市以外に拡大する場合は、別府市やその他大分市の通勤圏から大分市へ通勤

可能な時刻表を準備する必要がある。

◇路線図は、コンパクトなものを準備し、他の用途にも使用できるよう配慮し、ム

ダだと思われないように対応する必要がある。 

◇路線図は、運行系統と対応したものを作成する必要がある。 

◇路線図は、時刻も確認できるように作成し、情報を集約する必要がある。 

◇自動車を使用し続けた場合のデメリットを、実感を持った表現（渋滞、自分の老

後の行動 等）で整理する必要がある。 

◇公共交通機関が無い地域の人についても、相乗りなどＣＯ２を少しでも削減しても

らうことを啓発できるように対応を図る必要がある。

意見の内容 票数
配付資料の必要はない。もったいない。 8
別府方面等大分市以外の時刻表が欲しい。 7
資料の量が多すぎるため、もっとコンパクトにすべきであ 5
ハンドブックであれば活用したい。 1
時刻表がわかりにくい。 1
通勤に限らず出かける際の参考になりうれしい。 1

意見の内容 票数
資料の量が多すぎるため、もっとコンパクトにすべきであ 5
配付資料の必要はない。もったいない。 5
路線図がわかりにくい。 1
通勤に限らず出かける際の参考になりうれしい。 1

意見の内容 票数
自動車を使用した場合のデメリットを全面に押し出しては
どうか。

5

公共交通機関が無い地域があることを分かって欲しい。 1
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５．今後の課題 

 

 今後の大分市における持続可能な通勤交通マネジメント等モビリティ・マネジメント

の本格的な実施に向けての課題を以下に整理する。 

 

◇関係者の意識の高揚 

 ＭＭを実施しようとする関係者の意識が低い状態では、ＭＭの実施のスピード、成果

に大きな影響を与える。委員会を通じ、各関係者の立場別に、メリットについて周知し

意識を高めていく必要がある。 

 

◇プレテストの結果を反映した本格的なＭＭの実施（４章の課題への対応） 

表５．１は、プレテストを実施して把握した通勤交通を対象としたＭＭの調査票等に

関する課題をとりまとめたものである。今後、当該課題を踏まえ本格的なＭＭを実施し

ていく必要がある。 

表５．１ 通勤交通を対象としたＭＭの調査票等に関する課題 

（１／２） 

項 目 課題の内容 

アンケート調査票 ◇ＣＯ２排出削減効果を把握するため、以下の点を改善する必要

がある。 

・自動車から変更した具体的な交通手段（バス、電車、自転車、

徒歩等）を正確に把握する必要がある。 

・ＭＭによって、公共交通機関から自動車に通勤手段を変更する

ことをやめた効果についても把握できるようにする必要があ

る。 

◇公共交通機関を使用できない理由を把握する質問項目を設定

するなど、公共交通機関をどうしても使用できない回答者に不

快感を与えないようにする必要がある。 

◇大分市以外からの通勤者にも回答しやすいように配慮する必

要がある。 

◇設問を簡単にし､回答しやすくするとともに､主旨をしっかり

説明する必要がある｡ 

配付資料のスペック ◇カーボン紙付きの調査票で調査を行う必要がある。 

◇意識啓発冊子「かしこい車の使い方」は、必ず添付する必要が

ある。 

時刻表 ◇時刻表は、交通手段を変更できる内容をコンパクトにまとめ、

他の用途にも使用できるよう配慮し、ムダだと思われないよう

に対応する必要がある。 

◇ダイヤ改正の影響を少なくし、長期間同じものを使用できるよ

うに、以下に示す情報など、バスを利用する際の相場が分かる

情報を記載する必要がある。 

・１時間に何本程度運行しているか 

・所要時間はどの程度か 

・費用はいくらか 

◇大分市以外に拡大する場合は、別府市やその他大分市の通勤圏

から大分市へ通勤可能な時刻表を準備する必要がある。 
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表５．１ 通勤交通を対象としたＭＭの調査票等に関する課題 

（２／２） 

項 目 課題の内容 

路線図 ◇路線図は、コンパクトなものを準備し、他の用途にも使用でき

るよう配慮し、ムダだと思われないように対応する必要があ

る。 

◇路線図は、運行系統と対応したものを作成する必要がある。 

◇路線図は、時刻も確認できるように作成し、情報を集約する必

要がある。 

冊子 ◇自動車を使用し続けた場合のデメリットを、実感を持った表現

（渋滞、自分の老後の行動 等）で整理する必要がある。 

◇公共交通機関が無い地域の人についても、相乗りなどＣＯ２を

少しでも削減してもらうことを啓発できるように対応を図る

必要がある。 

 

 

◇バスマップ、時刻表を作成するにあたっての課題 

 大分バス、大分交通共通のバスマップ、時刻表を作成するにあたり、以下の点につい

て配慮する必要がある。 

・事業者によって、行き先番号の設定が異なるため、事業者共通に行き先番号（系統

番号）を付与する必要がある。 

・路線図の作成にあたっては、事業者やバス協会が参加した協議の場を設け、住民に

とって分かりやすい情報が提供できる資料を作成する必要がある。 

・住民を対象としたＭＭを視野に入れ、誰もが長期にわたって使用できるバスマップ

などを作成する必要がある。 

 

◇冊子についての課題 

・住民を対象としたＭＭを視野に入れ、通勤者以外にも啓発可能な冊子を作成する必

要がある。 

 

◇住民への周知・広報についての課題 

・公共交通機関を利用している方が、美化されるような広報を実施し、ＭＭを持続的

に実施できるような環境を形成する必要がある。 

・「絶対に公共交通機関を利用したくない」と思っている方に対し、無料の回数券を配

布し、公共交通の現状を実際に体験してもらう必要がある。 

 

 




